
 
３ 雇用 
(１)常用雇用者の動き 

平成 24 年における雇用の動きを常用雇用指数でみると、事業所規模 5 人以上では、調査産業計で前

年比 1.7％増の 99.2、事業所規模 30 人以上では 3.1％増の 101.1 となった。 
産業別でみると前年比で最も増加したのは、事業所規模 5 人以上では、24.2％増の金融業，保険業 123.0、

次いで 8.0％増の運輸業，郵便業 99.0、6.3％増のサービス業（他に分類されないもの）102.4 となった。

最も減少したのは、3.9％減の生活関連サービス業，娯楽業 94.1、次いで 3.4％減の電気・ガス・熱供給・

水道業 110.4、2.4％減の建設業 96.0 となった。事業所規模 30 人以上では、前年比で増加したのは、69.0％
増の金融業，保険業 163.4、次いで 8.4％増の運輸業，郵便業 97.0、6.0％増のサービス業（他に分類され

ないもの）102.7 となった。最も減少したのは 3.8％減の教育，学習支援業 97.9、次いで 3.5％減の生活関

連サービス業，娯楽業 94.8、3.4％減の電気・ガス・熱供給・水道業 96.9 となった。 
（第１０表、第５図） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(３)常用労働者数の産業別構成比 

  産業別では製造業 30.1％、卸売業，小売業 16.4％、医療，福祉 12.6％の３つの産業でほぼ 6割とな

っている。（第６図） 

 

 

 

 




